
待機児童解消加速化プランについて 

◆平成25年４月に 「待機児童解消加速化プラン」を策定し、平成25年度から平成29年度末までの５年間で新たに 

50万人分の保育の受け皿を確保し、待機児童解消を図ることとしている。 

 ※ 今後、25～44歳の女性の就業が更に進むことを念頭に、平成27年11月の「一億総活躍社会実現に向けて緊急に実施すべき 

 対策」に基づき整備目標を前倒し・上積み（40万人分 ⇒ 50万人分）。 

◆ 各自治体の取組により、平成25～27年度の３か年で合計約31.4万人分の保育の受け皿拡大を達成し、 

平成29年度までの５年間で合計約48.3万人分の保育の受け皿拡大を見込んでいる。 

◆ さらに、平成28年度から実施している企業主導型保育事業により、約5万人分の保育の受け皿拡大を進めていく。 

◇ 「待機児童解消加速化プラン」集計結果（平成28年度）  

                                          （平成２９年度末） 
             （平成26年４月）    （平成28年４月）      50万人分確保時の利用率 

１、 ２歳児   ：  ３５．１％ →  ４１．１％ →  ４８．０％ 
       
               ＜ 【参考】女性の就業率 ： ７０．８％（2014年） → ７７％（2020年） ＞ 
（注）利用率：利用児童数 ÷ 就学前児童数 
     平成26年4月の利用率は小規模保育事業等を含んでいない。 

１・２歳児の保育所等利用率の推移 

 

○平成28年度補正予算（平成29年度に予定していた3.9万人分のうち２万人分の整備を前倒し） 
 

○平成29年度当初予算（前倒し分を除いた必要となる保育の受け皿に対応した予算を要求） 
► ０歳児期の育児休業終了後の「入園予約制」の導入支援 
► ３歳以上に特化した拠点保育園に３歳未満対象の「サテライト型小規模保育事業所」の設置支援 
► 保護者のニーズをかなえる保育コンシェルジュの展開 
► 保育園等の設置の際に地域住民との合意形成等を進める「地域連携コーディネーター」の機能強化 
 
 

＜待機児童解消加速化プランの全体像＞ 

受け皿確保に向けた取組 

5か年合計平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

59,963人

( 計 314,248人 ) ( 計 169,547人 )
483,795人

72,430人 147,233人 94,585人 109,584人

「待機児童解消加速化プラン」集計結果（平成28年度） 


